
都市再生促進税制 固定資産税・都市計画税 課税標準軽減（地方税法施行規則附則第６条第 30 項）申請書兼証明書 

 

（別記様式） 

令和  年  月  日 

国土交通大臣殿 

申請者住所（事業所） 

氏   名（名 称） 

 

申 請 書 兼 証 明 書 

 

下記の家屋等が、地方税法附則第 15 条第 13項の規定の適用を受ける家屋等として、地方税法施行

規則附則第６条第 30 項に規定する都市の魅力の向上及び国際競争力の強化に資する施設であること

につき国土交通大臣の証明を受けたいので、申請します。 

 
記 

 

認定民間都市再生事業 

（名称・認定年月日） 

名称： 

認定年月日： 

対象家屋 

（所在･家屋番号･対象となる面積） 

所在： 

家屋番号： 

対象となる面積： 

対象償却資産 

（設置場所・名称・数量） 

設置場所： 

名称： 

数量： 

施設の種類 

 

※該当する施設の種類を「☒」で選択 

☐ 民間事業者の交流又は連携の拠点となる集会施設（第

１号） 

☐ 国際会議場施設（200人以上を収容することができ、か

つ、同時通訳設備を用いた会議等の開催が可能な施設

に限る。）（第２号） 

☐ 観光案内所（第３号） 

☐ 防災上有効な備蓄倉庫（第４号） 

施設に関する事項 

 

※共通事項及び該当する施設の種類に

応じた事項について、満たす事項を

「☒」で選択し、空欄を記入 

（共通） 

☐ 都市再生整備等協定に、証明申請に係る施設の整備及

び管理についての定めが規定されている。 

（協定締結日：   年  月  日） 

☐ 都市再生整備等協定の有効期間の終了日が、証明申請

に係る施設に対する、地方税法附則第15条第13項に基

づく税制上の特例措置の適用期間の終了年度の末日

以後の日である。 

（協定の有効期間終了日：   年  月  日） 

 

（第１号関係） 

☐ 新規事業の創出を目的として、スタートアップ企業等

による交流又は連携を促す施設である。 

☐ 常勤のスタッフを設置して運営する。 

☐ （証明申請に係る施設が特別区内かつ特定都市再生緊

急整備地域内に存する場合、）地方創生に寄与する取

組を行う。 

（取組内容：                   ） 
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（第２号関係） 

☐ 着座形式の会議を開催した場合に収容可能な人数（以

下「収容人数」という。）が200人以上である。 

（収容人数：  人） 

☐ 同時通訳設備のほか、多言語対応によるサービスの実

施などハード・ソフトの両面で、国際会議を行うこと

ができる設備や機能を有する。 

☐ 定常的に国際会議を誘致する活動を行う。 

☐ 常勤のスタッフを設置して運営する。 

☐ （証明申請に係る施設が特別区内かつ特定都市再生緊

急整備地域内に存する場合、）地方創生に寄与する取

組を行う。 

（取組内容：                   ） 

 

（第３号関係） 

☐ 常勤のスタッフを設置して運営する。 

☐ 一般の観光客等が無償で利用できる。 

 

（第４号関係） 

☐ 一般の来街者等のための防災備蓄品を保管し、大規模

な災害の発生時には、一般の来街者等に防災備蓄品を

提供する。 

上記の家屋等は、地方税法附則第15条第13項の規定の適用を受ける家屋等として、地方税法施行規

則附則第６条第30項に規定する都市の魅力の向上及び国際競争力の強化に資するものであること

につき、証明する。 

 

 

 

令和  年  月  日  

 

国土交通大臣   ○ ○ ○ ○     

 

 


